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 マージン設定の考え方について、業務規程では「実需給断面におけるマージンが必要な場合
を除き、原則としてマージンの値をゼロとする」（第128条第2項）と規定しており、現状、
以下の連系線を除いては、一次調整力・二次調整力①②・三次調整力①②のエリア外約定量
のマージンを除き、実需給断面におけるマージンを０としている。

長期・年間計画におけるマージン設定連系線※1（以下、「5連系線」という）
• 北海道本州間連系設備（順・逆方向）
• 東北東京間連系線（順・逆方向）
• 東京中部間連系設備（順・逆方向）
• 北陸フェンス※2（順方向）
• 中国四国間連系線（順方向）

 本資料は、上記5連系線に設定している実需給断面で必要なマージン（以下、「既存のマージ
ン」という）に加え、一次調整力・二次調整力①②・三次調整力①②のエリア外約定量の直
近1年間の設定実績等を確認し、2025年度以降の長期・年間マージンの算出の考え方につい
て確認するものである。

※1 一次調整力・二次調整力①②・三次調整力①②のエリア外約定量のマージンを除く。
※2 中部北陸間連系設備及び北陸関西間連系線と合わせてマージンを確保する。

はじめに
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設定方針（案）
既存マージンの直近1年間の設定実績およびスポット分断実績をシート6～10にまとめた。
確認の結果、実績からはマージン設定の考え方を見直さなければならないような有意な
点は見られなかったことから、基本的には前年度と同様に「実需給断面におけるマージ
ン設定の考え方」により設定することとしてはどうか。
また、需給調整市場にて取引される調整力のためのマージン（以下、ΔkWマージンとい
う）は、三次調整力②のためのマージンが前日断面、それ以外のマージンが週間断面に、
に定まるため、長期・年間断面とも設定しないこととする。

1.長期・年間マージン算定におけるマージン設定方針（案）について

現在検討を進めている既存マージンに関わる課題の取扱いについて
現在、シート11に記載する既存マージンに関わる課題の検討を関係一般送配電事業者
（以下、一送という）と個別に進めているところ。なお、いずれの検討も長期・年間
マージン設定の考え方に影響はない。
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 5連系線における年間計画の設定値と直近１年間の設定実績※1を比較するとともに、マージ

ン設定の系統利用への影響についてとりまとめた。
 確認の結果、電力系統を安定に保つために必要なマージンが適切に設定されており、マージ

ン設定の考え方を見直さなければならないような有意な点は見られなかった。

連系線・連系設備 マージン設定実績と系統利用への影響 概要

北海道本州間連系設備
（順・逆方向）

両方向とも設定した範囲に収まる (シート7,9参照）
順方向のスポット市場分断が前期間比で増加した (シート10参照）

東北東京間連系線
（順・逆方向）

両方向とも設定した範囲に収まる (シート7,9参照）
順方向のスポット市場分断は前期間比で増加した（シート10参照）

東京中部間連系設備
（順・逆方向）

両方向とも年間の設定値と乖離は無い (シート8,9参照）
逆方向のスポット市場分断は前期間比で増加した（シート10参照）

北陸フェンス
（順方向）

年間計画の最大値と大きな乖離があった(シート8,9参照）
スポット市場分断は発生していない （シート10参照）

中国四国間連系線
（順方向）

年間計画の最大値と大きな乖離があった（シート8,9参照）
順方向のスポット市場分断が前期間比で増加した (シート10参照）

1-1.直近１年間のマージン設定実績および系統利用へ与える影響の確認結果まとめ

※1 年間計画において設定していない一次調整力・二次調整力①②・三次調整力①②のエリア外約定量のマージンは実績より
控除している。
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当該期間おける年間計画値は39～489MW

当該期間における年間計画値は39～369MW 当該期間における年間計画値は479～609MW

当該期間おける年間計画値は39MW

 北海道本州間連系設備は、当日断面において想定需要に応じた必要量が設定されている。
北海道本州間（順方向） 北海道本州間（逆方向）

 東北東京間連系線（順方向）では、気象情報発令等による設定が期間中の約12%の実績であった。
東北東京間（順方向） 東北東京間（逆方向）

1-2.マージン設定実績（2023年10月1日～2024年9月30日）

風力実証分のみ
の設定は11%

年間計画の
最大値以下

年間計画の
最大値以下

風力実証分のみ
の設定は79%

年間計画の
最大値以下

年間計画の
最大値以下

風力実証分のみ
の設定は100%
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※ 2024年度、関西四国間連系線双極停止追加作業(EPPS量ゼロ)によるもの
また、実績最大が四国最大機1,050MWを超過しているが、算出方法が
最大電源ユニット相当 ＋（重負荷期のH3需要×3%）－ TSOが確保
する調整力で算出していることによるもの

当該期間おける年間計画値は0～510MW

当該期間における年間計画値は600MW 当該期間における年間計画値は600MW

 北陸フェンス・中国四国間連系線は、当日断面においてエリア予備力に応じた必要量が設定されている。
北陸フェンス（順方向）

 東京中部間連系設備では、周波数制御（EPPS）に対応したマージンが設定されている。
東京中部間（順方向） 東京中部間（逆方向）

中国四国間（順方向）

当該期間おける年間計画値は0～859MW

1-2.マージン設定実績（ 2023年10月1日～2024年9月30日）

※ 2024年度以降、控除するΔkW分が(年間:電源Ⅰ契約量＋三次①入札量)→
（当日:一次～三次①の複合約定時の必要量）に見直したことによるもの

年間計画の
最大値以下

年間計画の
最大値以下 実績最大

1,095㎿※

年間計画の
最大値以下

年間計画の
最大値以下

実績最大
700㎿※
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連系線名 方向 当該連系
線の作業

平均
(MW)

最小
(MW)

最大(MW)
( )は2023年間計画
最大値に対する割合

最頻値(MW)
【最もデータ数が多い値】

( )は最頻値発生率

最頻度数
(コマ)

母数
(コマ)

北海道本州間
連系設備※4

順方向 作業時含み 169 0 343 (93%) 0 (10.3%) 1809 17568
作業時除き 193 0 343 (93%) 169 (5.0%) 557 11064

逆方向 作業時含み 491 300 593 (97.4%) 450 (7.7%) 1356 17568
作業時除き 495 380 593 (97.4%) 450 (7.7%) 934 12086

東北東京間
連系線※4

順方向 作業時含み 79 0 450 (92%) 0 (36.8%) 6461 17568
作業時除き 90 0 450 (92%) 39 (26.8%) 3417 12740

逆方向 作業時含み 16 0 39 (100%) 0 (32.8%) 5762 17568
作業時除き 16 0 39 (100%) 0 (32.1%) 5096 15888

東京中部間
連系設備

順方向 作業時含み 600 600 600 (100%) 600 (100%) 17568 17568
作業時除き 600 600 600 (100%) 600 (100%) 6245 6245

逆方向 作業時含み 600 400 600 (100%) 600 (100%) 17562 17568
作業時除き 600 600 600 (100%) 600 (100%) 4245 4245

北陸フェンス 順方向 作業時含み 204 0 700 (137.3%) 0 (56.8%) 9970 17568
作業時除き 201 0 700 (137.3%) 0 (57.1%) 9676 16936

中国四国間連系線 順方向 作業時含み 139 0 1095 (127.5) 0 (79.8%) 14015 17568
作業時除き 10 0 1090 (126.9) 0 (99.0%) 12381 12510

※1 数値は系統情報サービスにて公表している翌日（更新後）から電力需給調整力取引所が公表している一次調整力・二次調整力①
②・三次調整力①②のエリア外約定量の取引結果を控除。

※2 2024年度以降、控除するΔkW分が（年間計画時：電源Ⅰ契約量＋三次①入札量）→（当日断面：一次～三次①の複合約定時の必要
量）に見直したことにより当日断面の最大値と年間計画の最大値に大きな乖離が生じた。
※3 2024年度、関西四国間連系線双極計画外停止作業追加（双極停止によりEPPS見込み量がゼロになる）により当日断面の最大値

と年間計画の最大値に大きな乖離が生じた。
※4 北海道本州間、東北東京間のマージンは北海道風力実証試験分を含む。

1-2.マージン設定実績（ 2023年10月1日～2024年9月30日）

 各連系線（北陸フェンス※2・中国四国間連系線※3を除く）において当日断面※1の最大値と年間計画の最大
値に大きな乖離は無く、年間計画において適切な値を設定していたといえる。

 東京中部間連系設備では通常、周波数制御（EPPS）に対応したマージンが600MW設定されているが、 今
夏の東日本エリアの需給ひっ迫においてマージンを使用したひっ迫融通が実施されたため、400MWの実
績がある。
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※1 数値は系統情報サービスにて公表している翌々日（策定）を使用。一次調整力・二次調整力①②・三次調整力①のエリア外約定量の
マージンを含む。

※2 30分コマ数で記載。( )内は各期間に占める割合を示す。作業は翌々日段階での計画分を抽出した。
※3 北海道本州間、東北東京間のマージンは、2023年度は北海道風力実証試験マージンを除く。

 5連系線のスポット市場分断状況※1

 東北東京間連系設備（順方向）では、スポット市場分断が前期間比で大幅に増加したが、マージン設定時
の割合は小さいので影響は少なかった。

 東京中部間連系設備（逆方向）では、FC作業の増加（主に新信濃２FC）によりスポット市場分断が前期
間比で１０％程度増加した。

 東北東京間連系線の潮流調整実績
東北東京間連系線では、気象の悪化が予想される断面においてスポット前にマージンを設定しているが、
スポット後に新たに気象の悪化が予想されマージンを設定した場合には潮流調整が必要になる。直近1年
の実績では8.1%の時間において、延べ17,111.2万kWhの潮流調整を行った。

連系線 方向 当該連系線作業 スポット分断 内マージン設定時

北海道本州間
連系設備※3

順方向 作業時含み 1,480 (8.4%) 1,178 (6.7%)
作業時除く 439 (2.5%) 437 (2.5%)

逆方向 作業時含み 861 (4.9%) 861 (4.9%)
作業時除く 452 (2.6%) 452 (2.6%)

東北東京間
連系線※3

順方向 作業時含み 5,256 (29.9%) 407 (2.3%)
作業時除く 2,588 (14.7%) 367 (2.1%)

逆方向 作業時含み 0 (0.0%) 0 (0.0%)
作業時除く 0 (0.0%) 0 (0.0%)

東京中部間
連系設備

順方向 作業時含み 807 (4.6%) 807 (4.6%)
作業時除く 67 (0.4%) 67 (0.4%)

逆方向 作業時含み 6,222 (35.4%) 6,196 (35.3%)
作業時除く 875 (5.0%) 875 (5.0%)

北陸フェンス 順方向 作業時含み 8 (0.0%) 8 (0.0%)
作業時除く 8 (0.0%) 8 (0.0%)

中国四国間連系線 順方向 作業時含み 192 (1.1%) 192 (1.1%)
作業時除く 2 (0.0%) 2 (0.0%)

スポット分断 内マージン設定時
678 (3.9%) 645 (3.7%)
453 (2.6%) 453 (2.6%)

1,192 (6.8%) 1,192 (6.8%)
674 (3.8%) 674 (3.8%)

1,662 (9.5%) 113 (0.6%)
286 (1.6%) 10 (0.1%)

0 (0.0%) 0 (0.0%)
0 (0.0%) 0 (0.0%)

548 (3.1%) 548 (3.1%)
265 (1.5%) 265 (1.5%)

4,586 (26.2%) 4,586 (26.2%)
581 (3.3%) 581 (3.3%)

7 (0.0%) 0 (0.0%)
7 (0.0%) 0 (0.0%)
0 (0.0%) 0 (0.0%)
0 (0.0%) 0 (0.0%)

[参考]2022/10/1～2023/9/30

1-3.系統利用に与える影響（ 2023年10月1日～2024年9月30日）
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対象マージン（関係一送） 検討概要 今後の取扱い
①最大電源脱落マージン
（北陸電力送配電、四国電力送配電）

• 2025年度以降のマージン算出方法 引き続き、関係一送と広域機
関で需給調整市場の議論状況
を踏まえた取扱いの検討を行
う

 表中の既存マージンに関わる課題については、種別ごとに関係一送と個別に検討を進めてい
るところ。なお、いずれの検討も長期・年間マージン設定の考え方に影響はない。

1-4.現在検討を進めている既存のマージンに関わる課題の取扱い
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132-1.年間断面（2025,2026年度）におけるマージン設定値の考え方について（案）

※1 マージン設定の考え方は、シート25～28「2-3-1.実需給断面におけるマージンの確保理由」の通り。

 年間マージンの具体的な設定方法は以下のとおりとしてはどうか。

• 既存マージンは、現行の実需給断面におけるマージン設定の考え方※1に基づき設定する。

• 参考値（最大値）については、第一・第二年度とも平日の各月の値を算出する。

• マージン設定値・参考値に区分ごとの内訳がある場合は、合計値とともに内訳も表示する。
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連系線
設定するマージンのパターン

方向 既存のマージン 記載例
北海道本州間連系設備 順・逆 実需給断面で設定する値 (1)

東北東京間連系線
順方向 蓋然性のある値の範囲 (2)
逆方向 設定なし －

東京中部間連系設備 順・逆 実需給断面で設定する値 (1)

中部北陸間連系線
逆方向 設定なし －
順方向

蓋然性のある値の範囲 (2)
北陸関西間連系線

逆方向
順方向 設定なし －

中部関西間連系線 順・逆 設定なし －
関西中国間連系線 順・逆 設定なし －

関西四国間連系設備 順・逆 設定なし －

中国四国間連系線
順方向 蓋然性のある値の範囲 (2)
逆方向 設定なし －

中国九州間連系線 順・逆 設定なし －

 年間断面で各連系線の設定するマージンは以下のとおり。

2-1-1.年間断面における各連系線におけるマージン設定値（1）
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（MW）

記載例（1）実需給断面におけるマージンの値を設定する連系線の場合
• 実需給断面におけるマージンの値を設定する。

対象：北海道本州間連系設備（順・逆方向）、東京中部間連系設備（順・逆方向）

 設定値

 設定値・参考値内訳【第一年度目・第二年度目とも、内訳がある場合のみ記載】

（MW）

【第一・第二年度目とも】 ※表中の値は、2023年度末に計算した2024年度の北海道本州間連系設備の4～7月の値

【第一・第二年度目とも】 ※表中の値は、2023年度末に計算した2024年度の東京中部間連系設備の値

2-1-1.年間断面における各連系線におけるマージン設定値（2）

区分は、マージンの区分を示す。シート31参照
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 設定するマージンのうち既存のマージンにおける「蓋然性のある値の範囲」の考え方については、現状
から変更なし。

対象連系線 考え方

東北東京間連系線
（順方向）

 実需給断面でマージン設定時に考慮する超高圧ユニット送電線に接続してい
る発電機の発電計画を参考に主に設定実績等を踏まえ設定する。

北陸フェンス、
中国四国間連系線※1

（順方向）
 実需給断面でマージン設定時に考慮する最大ユニット相当量の対象となる発

電機の発電計画を参考に、主に設定実績等を踏まえ設定する。

記載例（2）既存のマージンを蓋然性のある値で設定している連系線の場合
・蓋然性のある値の範囲で設定する。

対象：東北東京間連系線（順方向）、北陸フェンス（順方向）、中国四国間連系線（順方向）

2-1-1.年間断面における各連系線におけるマージン設定値（3）

※1 関西四国間連系設備からの受電期待量を考慮する。
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連系線 方向 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

中部⇒北陸

関西⇒北陸
0～510北陸フェンス 夜間は0MW0～5100～5100～5100～5100～510

備　考

0～5100～5100～5100～510 0～5100～510

2-1-1.年間断面における各連系線におけるマージン設定値（4）

【第一・第二年度目とも】 ※表中の値は、 2023年度末に計算した2024年度の北陸フェンスの値
（MW）

記載例（2）既存のマージンを蓋然性のある値で設定している連系線の場合
・蓋然性のある値の範囲で設定する。

対象：東北東京間連系線（順方向）、北陸フェンス（順方向）、中国四国間連系線（順方向）

 設定値

【第一・第二年度目とも】 ※表中の値は、 2023年度末に計算した2024年度の東北東京間連系線（順方向）の値
（MW）

 設定値・参考値内訳【第一年度目・第二年度目とも、内訳がある場合のみ記載】

区分は、マージンの区分を示す。シート31参照



182-1-1.年間断面における各連系線におけるマージン設定値（5）

シート○○参照

（記載例）数値は2023年度策定の2024年度 平日を例として記載
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• 既存マージンは、現行の実需給断面におけるマージン設定の考え方※1に基づき設定する。

• 参考値（最大値）については、平日の年度最大となる月の分のみ算出する。

• マージン設定値・参考値に区分ごとの内訳がある場合は、合計値とともに内訳を表示する。

2-2.長期断面（2027～2034年度）におけるマージン設定値の考え方について（案）

※1 マージン設定の考え方は、シート25～28「2-3-1.実需給断面におけるマージンの確保理由」の通り。

 長期マージンの具体的な設定方法は以下のとおりとしてはどうか。



212-2-1.長期断面における各連系線におけるマージン設定値（1）

（記載例）数値は2023年度策定の2026年度～2033年度を例として記載
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※1 需給調整市場で取引する調整力のためのマージンは、長期・年間断面では設定しない。
※2 原則ゼロとする。但し、電気の供給先となる供給区域の電源のうち出力が最大である単一の電源の最大出力に対して予備力が不足す

る場合は、不足する電力の値をマージンとして設定する。

 各連系線のマージン区分概要は下表のとおり

連系線 方向
A0 A1 B0 B1 B2 C1 C2 長期・年間マージンの

設定の考え方
(and:加算,or:大きい方)

需給調整市
場※1

最大ﾕﾆｯﾄ
相当※2

需給調整市
場※1 EPPS等 EPPS 潮流抑制

北海道本州間
連系設備

順 ① ① ⑥ ⑥
逆 ① ① ④ ⑥ ④ or ⑥

東北東京間
連系線

順 ① ① ⑦ ⑦
逆 ① ① ー

東京中部間
連系設備

順 ① ① ⑤ ⑤
逆 ① ① ④ ④

中部北陸間
連系線

逆 ① ① ー

北陸F
(順) ① ② ① ②

北陸関西間
連系線 順 ① ① ー

中部関西間
連系線

順 ① ① ー
逆 ① ① ー

関西中国間
連系線

順 ① ① ー
逆 ① ① －

関西四国間
連系設備

順 ① ① ー
逆 ① ① ー

中国四国間
連系線

順 ① ② ① ②
逆 ① ① ー

中国九州間
連系線

順 ① ① ー
逆 ① ① ー

2-3.実需給断面におけるマージンの確保理由におけるマージン区分概要
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年間・長期断面におけるマージンは、以下の実需給断面におけるマージンの設定の考え方に基づき設定する。

2-3-1.実需給断面におけるマージンの確保理由（1）

連系線 方向 マージンの設定の考え方及び確保理由

北海道本州間
連系設備

北海道⇒東北
（順方向）

北海道本州間連系設備が緊急停止した場合に北海道エリアの周波数上昇を一定値以内に抑制する
ため。具体的には、次の①、②のうち大きい値とする。
① 北海道・本州間電力連系設備の運用容量から、当該連系設備が緊急停止した場合に北海道エリ

アの周波数の上昇が一定値以内となる最大の潮流の値を差し引いた値。〈C1〉
② 新北海道本州間連系設備の運用容量から、当該連系設備が緊急停止した場合に北海道エリアの

周波数の上昇が一定値以内となる最大の潮流の値を差し引いた値。〈C1〉
また、上記に※1〈B0〉および※2〈A0〉を加える。

東北⇒北海道
（逆方向）

北海道エリアの電源のうち、出力が最大である単一の電源の最大出力が故障等により失われた場
合にも、北海道エリアの周波数低下を一定値以内に抑制するため。なお単一の電源の最大出力は
発電計画等を踏まえ設定する。〈B1〉
但し、次の①、②のいずれかが、上記の値よりも大きい場合は①、②のうち大きい方の値とする。
① 北海道・本州間電力連系設備の運用容量から、当該連系設備が緊急停止した場合に北海道エリ

アの周波数低下が一定値以内となる潮流の値を差し引いた値。〈C1〉
② 新北海道本州間連系設備の運用容量から、当該連系設備が緊急停止した場合に北海道エリアの

周波数の低下が一定値以内となる最大の潮流の値を差し引いた値。〈C1〉
また、上記に※1〈B0〉および※2〈A0〉を加える。

※1 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、二次調整力②のエリア外約定量。
※2 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、三次調整力①②のエリア外約定量。
〈 〉はマージンの区分を示す。シート30参照



252-3-1.実需給断面におけるマージンの確保理由（2）

連系線 方向 マージンの設定の考え方及び確保理由

東北東京間
連系線

東北⇒東京
（順方向）

台風や暴風雪等の予見可能なリスクが高まった場合は、電力系統を安定に維持するため、東京エ
リア内で想定する送電線の故障により複数の電源が脱落した場合に東北エリアから東京エリアに
流れる最大の潮流の値〈C2〉
また、上記に※1〈B0〉および※2〈A0〉を加える。

東京⇒東北
（逆方向） ※1〈B0〉および※2〈A0〉を加える。

東京中部間
連系設備

東京⇒中部
（順方向）

６０㎐系統内で送電線の故障により複数の電源が脱落した場合又は最大電源が脱落した場合に、
６０㎐系統の周波数低下を抑制するため。但し、東京中部間連系設備を介して東北・東京エリア
から電力を受給しても、東北・東京エリアの周波数偏差と６０㎐系統の周波数偏差が原則逆転し
ない値とする。〈B2〉
また、上記に※1〈B0〉および※2〈A0〉を加える。

中部⇒東京
（逆方向）

５０㎐系統内で送電線の故障により複数の電源が脱落した場合、又は最大電源が脱落した場合に、
東北・東京エリアの周波数低下を抑制するため。但し、東京中部間連系設備を介して６０㎐系統
から電力を受給しても、６０㎐系統の周波数偏差と東北・東京エリアの周波数偏差が原則逆転し
ない値とする。〈B1〉
また、上記に※1〈B0〉および※2〈A0〉を加える。

※1 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、一次調整力・二次調整力①②のエリア外約定量。
※2 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、三次調整力①②のエリア外約定量。
〈 〉はマージンの区分を示す。シート30参照



262-3-1.実需給断面におけるマージンの確保理由（3）

※1 原則ゼロとする。但し、電気の供給先となる供給区域に必要な運転予備力 又は 電気の供給先となる供給区域の電源のうち出力が最大
である単一の電源の最大出力に対して予備力が不足する場合は、不足する電力の値をマージンとして設定する。

※2 中部北陸間連系設備及び北陸関西間連系線と合わせて確保する。（北陸フェンスにて管理）
※3 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、一次調整力・二次調整力①②のエリア外約定量。
※4 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、三次調整力①②のエリア外約定量。
〈 〉はマージンの区分を示す。シート30参照

連系線 方向 マージンの設定の考え方及び確保理由

中部北陸間
連系線

北陸⇒中部
（逆方向） ※3〈B0〉および※4〈A0〉

中部⇒北陸
（順方向） ※１（最大値は、北陸エリアの融通期待量（最大電源ユニット相当量）※2を考慮）〈A1〉

また、上記に※3※4を加える。
北陸関西間

連系線

関西⇒北陸
（逆方向）
北陸⇒関西
（順方向） ※3〈B0〉および※4〈A0〉

中部関西間
連系線

中部⇒関西
（順方向） ※3〈B0〉および※4〈A0〉

関西⇒中部
（逆方向） ※3〈B0〉および※4〈A0〉
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連系線 方向 マージンの設定の考え方及び確保理由

関西中国間
連系線

関西⇒中国
（順方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

中国⇒関西
（逆方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

関西四国間
連系設備

関西⇒四国
（順方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

四国⇒関西
（逆方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

中国四国間
連系線

中国⇒四国
（順方向）

※１（最大値は、四国エリアの融通期待量（最大電源ユニット相当量））〈A1〉
また、上記に※2※3を加える。

四国⇒中国
（逆方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

中国九州間
連系線

中国⇒九州
（順方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

九州⇒中国
（逆方向） ※2〈B0〉および※3〈A0〉

2-3-1.実需給断面におけるマージンの確保理由（4）

※1 原則ゼロとする。但し、電気の供給先となる供給区域に必要な運転予備力 又は 電気の供給先となる供給区域の電源のうち出力が最大
である単一の電源の最大出力に対して予備力が不足する場合は、不足する電力の値をマージンとして設定する。

※2 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、一次調整力・二次調整力①②のエリア外約定量。
※3 需給調整市場で調達した調整力を使用するためのマージン。具体的には、三次調整力①②のエリア外約定量。
〈 〉はマージンの区分を示す。シート30参照
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292-４-1．全国の概念図（マージン合計値）（案）

・各エリア内の数値は、2024年度の送電端最大需要電力予想（H３）を表す
・【 】内の数値は、北本連系設備作業に伴う運用容量最小時のマージンを示す

東北東京間連系線
↑ 3.9万kW
↓ 3.9～40.9万kW

北海道本州間連系設備
58.9万kW【30.0万kW】↑
32.9万kW【 3.9万kW】↓

東京中部間連系設備
→ 60万kW
← 60万kW

中部北陸間連系設備
↑ ※
↓ 0万kW

中部関西間連系線
→ 0万kW
← 0万kW

北陸関西間連系線
※ ↑

0万kW↓

関西中国間連系線
→ 0万kW
← 0万kW

中国九州間連系線
→ 0万kW
← 0万kW

中国四国間連系線
↑ 0万kW
↓ 0万kW

関西四国間連系設備
→ 0万kW
← 0万kW

※ 北陸フェンス
↑ 0～51万kW

北海道エリア
418万㎾

東北エリア
1,301万㎾

東京エリア
5,395万㎾

北陸エリア
475万㎾

中部エリア
2,409万㎾

関西エリア
2,647万㎾

九州エリア
1,538万㎾

中国エリア
1,039万㎾

四国エリア
478万㎾

沖縄エリア
157万㎾

…周波数変換設備

…交直変換設備

（記載例）数値は2023年度策定の2024年度の値を例として記載



30参考）マージンの分類と区分について

【予備力・調整力に関連したマージン】 内は当該区分に該当する現状のマージン

【連系線潮流抑制による安定維持のためのマージン】
通常考慮すべきリスクへの対応 稀頻度リスクへの対応

「連系線潮流抑制のためのマージン」
電力系統の異常時に電力系統を安定に保つことを目的として、当該
連系線の潮流を予め抑制するために設定するマージン

Ｃ１ Ｃ２
・北海道本州間連系設備（潮流抑制） ・東北東京間連系線（潮流抑制）

マージンの分類 マージンの目的

通常考慮すべきリスクへの対応 稀頻度リスクへの対応

エリア外調達分 エリア外
期待分

エリア外
期待分

「需給バランスに対応したマージン」
需給バランスの確保を目的として、連系線を
介して他エリアから電気を受給するために設定
するマージン

Ａ０ Ａ１ Ａ２
・三次調整力①
・三次調整力② ・最大電源ユニット相当 ・該当なし

「周波数制御に対応したマージン」
電力系統の異常時に電力系統の周波数を
安定に保つためまたは周波数制御（電源脱
落対応を除く）のために設定するマージン

Ｂ０ Ｂ１ Ｂ２
・一次調整力
・二次調整力①※1

・二次調整力②

・東京中部間連系設備
（EPPS：逆方向）
・北海道本州間連系設備
（緊急時AFC：逆方向）

・東京中部間連系設備
（EPPS：順方向）

※1：2027年度から適用

マージンの分類

マージンの目的
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